
 

上天草市水産製品製造業等緊急支援事業補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 コロナ禍や資材価格高騰の影響により売上が減少した水産製品製造業

者等（以下「事業者等」という。）に対し、食品衛生法の改正に伴い新たに

取得する必要がある営業許可（以下「営業許可」という）の基準に適合した

施設整備等を支援することにより、地域産業の維持及び活性化に寄与するこ

とを目的として、予算の範囲内において熊本県水産製品製造業等緊急支援実

施要領に準じて補助金を交付することに関し、上天草市補助金等交付規則

（平成１６年上天草市規則第３５号）（以下「規則」という。）に定めるも

ののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（補助対象事業） 

第２条 補助金の対象となる事業は、次の各号に掲げる要件を満たすものとす

る。 

（１）食品衛生法に規定する「水産製品製造業」又は「液卵製造業」の営業許

可を新たに取得するために必要な施設整備及び機械購入等の事業であるこ

と。 

（２）令和４年４月１日から令和６年２月２９日までに補助対象事業及び支払

いを完了する事業であること。 

（３）市内において実施される事業であること。 

（４）国及び他の地方公共団体から本補助金と同様の趣旨による補助金の交付

を受けていない事業であること。 

 

（補助対象者） 

第３条 補助金の対象となる者は、次の各号を満たす者とする。 

（１）市内に住所を有する個人事業主又は本店を有する法人とし、申請時にお

いて市内で事業を行っている者。 

（２）食品衛生法に規定する「水産製品製造業」又は「液卵製造業」の営業許

可を新たに取得する者、又は前条第２号に規定する期間内において営業許

可を取得した者。 

（３）令和２年４月以降の連続する６ヶ月間のうち任意の３ヶ月間の合計売上

高又は合計売上総利益が、平成３１年４月から令和２年３月までの同３ヶ

月間と比較して５％以上減少したと認められる者。 

（４）市内商工団体等の支援を受け、事業計画書等を作成する者。 

（５）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第

１２２号）第２条第５項に規定する性風俗関連特殊営業又は当該営業に係

る同条第１３項に規定する接客業務受託営業を営んでいない者。 

（７）上天草市暴力団排除条例（平成２４年上天草市条例第５号）第２条各号

で定める暴力団関係者でない者。 

（８）政治活動又は宗教活動を行っていない者。 

（９）市税及び県税の滞納をしていない者。 

（１０）前各号に掲げる者の他、補助金の趣旨及び目的に照らし、適当である

と市長が判断した者。 



 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の対象経費は、別表のとおりとする。 

２ 補助対象経費の支払い方法は、原則、口座振込とする。 

３ 適性価格の確保のため、発注先の選定にあたっては１件あたり１０万円以

上（税込）の費用を要するものは、２者以上からの見積を徴取し、安価な発

注先を選択するものとする。ただし、２者以上からの見積を徴取することが

困難な場合は、その理由を明らかにし、市長の承認を受けるものとする。 

 

（補助率等） 

第５条 補助金の額は、補助対象経費に２分の１を乗じて得た額以内とし、補

助金の額に千円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てた額とする。 

２ 補助金額は、２５万円以上とし、補助上限金額は、５００万円とする。 

 

（事業計画書の提出） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、商工団体等を通して次に掲げる

書類をあらかじめ市長に提出しなければならない。 

（１）事業実施計画書（熊本県水産製品製造業等緊急支援事業 別記第２号様

式） 

（２）図面、設計書及び施工前の写真等や導入する機械設備の規格がわかる資

料 

（３）事業経費の内訳が確認できる見積書等 

（４）補助対象事業者の市税及び県税の滞納の無い証明書又は納税証明書 

（５）令和２年４月以降の連続する６ヶ月間のうち任意の３ヶ月間の合計売上

高又は合計売上総利益が、平成３１年４月から令和２年３月までの同３ヶ月

間と比較して５％以上減少したことを示す資料等の写し 

（６）その他必要な書類 

２ 市長は、前項の申請書の提出があったときは、その内容を審査し、補助事

業の承認又は不承認のいずれかを決定するものとする。 

 

 

（補助金の交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者は、規則第３条に規定する補助金等

交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて令和６年１月３１日ま

でに市長に提出しなければならない。ただし、第１号から第５号の書類につ

いては、第６条の事業実施計画の提出時と変更がない場合は、添付を省略す

ることができる。 

（１）事業計画書（熊本県水産製品製造業等緊急支援事業 別記様式第２号） 

（２）図面、設計書及び施工前の写真等や導入する機械設備の規格がわかる資

料 

（３）事業経費の内訳が確認できる見積書等 

（４）補助対象事業者の市税及び県税の滞納の無い証明書又は納税証明書 

（５）令和２年４月以降の連続する６ヶ月間のうち任意の３ヶ月間の合計売上

高又は合計売上総利益が、平成３１年４月から令和２年３月までの同３ヶ月

間と比較して５％以上減少したことを示す資料等の写し 



 

（６）その他必要な書類 

 

（実績報告） 

第８条 補助事業者は、事業が完了したときは、直ちに規則第１３条に規定す

る補助事業等実績報告書（様式第９号）に次に掲げる書類を添えて市長に提

出するものとし、その提出期限は、事業完了日から起算して１月を経過した

日又は当該年度の２月２９日のいずれか早い日までとする。 

（１）事業実績報告書 

（２）対象経費に係る領収書等支出を証する書面の写し 

（３）施工中及びしゅん工後の写真、導入した機械・機器の写真等事業の完了

を確認できるもの 

（４）その他必要な書類 

 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか補助金に必要な事項は、市長が別に定め

る。 

 

   附 則 

 この要領は、令和５年１０月１０日から施行する。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表（第４条関係） 

【補助対象経費】 

（１）施設整備費 

対象となる経費 対象とならない経費 

□ 営業許可を取得するために必

要な施設整備費用 

（例：壁、シャッター、包装室の

区画、手洗い設備、コンクリー

ト舗装など） 

□ 営業許可取得のために必要で

ない施設整備費用 

□ 机、椅子等汎用性の高いもの 

 

（２）機械装置等導入費 

対象となる経費 対象とならない経費 

□ 営業許可を取得するために必

要な機械装置等の購入に要する

経費 

 （例：海水紫外線滅菌装置、浄

化フィルターなど） 

 

 

 

 

□ 単なる取替え更新であるもの 

□ 汎用性が高く、使用目的が本

事業の遂行に必要なものと特定

できないもの（文房具等の事務

用品、パソコン、事務用プリン

ター、タブレット端末等）の調

達費用 

□ 古い機械の撤去、廃棄費用 

 

 

（３）経営相談等経費 

対象となる経費 対象とならない経費 

□ 経営診断士等、事業を実施す

るうえで専門的な知識を有する

第三者への相談費用 

 ※ただし、（１）施設整備費用

及び（２）機械装置等導入費合

計額の２０％以内とする。 

 

□ 相談費用とは別に要する費用 

 （例：補助対象者の旅費等） 

 

 


